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（surplus labor）」の変化について工業化の過程として説明したフェイ=ラニス(Fei and 
Ranis)の『労働余剰経済の経済発展－理論と政策』(Fei,J.C.H. and G.Ranis,“Development 




































































































































































































































































































































るアーサー・ルイス（（Sir William Arthur Lewis）による議論が経済開発理論における２
部門間モデルの最初である。 


















                                                   








































































この説は、Paul Rosenstein-Rodan(Notes on the Theory of the Big Push, in Ellis, editor, 
Economic Development for Latin America (1961).)が唱えた説である10。ビッグ・プッシ
ュモデルに従って、開発途上国が離陸して持続的経済成長経路に乗るには、急速な工業化
とインフラ整備のために大量の投資が必要であるという開発理論である。 
サックス(Sachs, Jeffrey D. (2005). The End of Poverty,: Economic Possibilities for 
Our Time. New York: Penguin Books.,『貧困の終焉-2025年までに世界を変える』)は、援
                                                   
9 Daron Acemoglu, Simon Johnson, and James A. Robinson(The Colonial Origins of 
Comparative Development: An Empirical Investigation, American Economic Review, 91, 
December 2001: pp. 1369-1401.)による論文で、ヨーロッパ植民者の死亡率が高かった国ほ
ど、今日の所有権制度が未整備で、従って所得水準も低い、ということが実証されたこと
をきっかけに、2000 年代の主流意見となった。 





































また、DAC 報告は、「極端な貧困」の基準として世界銀行による一人当たり 370 ドルの年間





















                                                   
1 政府開発援助 ODA、ホームページより参照した。「第 2 部 テーマ別評価：貧困 I 国際開
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Ｑ B に増加した場合に、価格は急激に低下するために、販売額が四角形Ｐ A ＡＱ A Ｏ、から
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 いま、Ｑ A を農業生産物の生産量、Ｆ A を農業の生産関数、Ｌ A を農業従事者数、Ｎを農
業への土地投入量、Ｔ A を農業の技術状態とすると、農業部門の生産関数は、次の（3.1）
式のように表される。 
    Ｑ A ＝Ｆ A （Ｌ A ，Ｎ，Ｔ A ）                  （3.1） 
 この農業の生産関数に関してフェイ＝ラニス・モデルにおいては、労働の限界生産力の
大きさを基準にして、次の３つの局面に分けて考慮される。 
 第一局面    Ｆ
AAL
（Ｌ A ，Ｎ，Ｔ A ）＝０，     Ｌ AF ≦Ｌ A  
 第二局面  ０＜Ｆ
AAL
（Ｌ A ，Ｎ，Ｔ A ）＜Ｗ 0，    Ｌ AC ≦Ｌ A ≦Ｌ AF  
 第三局面  ０＜Ｆ
AAL
（Ｌ A ，Ｎ，Ｔ A ）＝Ｗ 0，    Ｌ A ≦Ｌ AC  
ここで、Ｗ 0は「制度的賃金率」（ＣＩＷ；Constant Institutional Wage Rate）であり、
                                                   



























＝０                       （3.2） 
  
                                                   
4 経済発展開始以前の低位均衡状態の説明については、ジョルゲンソン・モデル(1961 年)
参照。D.W.Jorgenson., “The Development of a Dual Economy”, Economic Journal,Vol.71, 
No.282,June 1961. 
        図 3.1 短期フェイ＝ラニス・モデル 
           
                     
            
工業生産関数 





● ●   Ｃ←(ＦAL＝W0；商業化点) 
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地主の所得Ｙ L を増加させ工業部門への投資Ｉ A を増加させるのである
5。ここで、Ｐ A  は
農業生産物の価格である。 





















いま、Ｑ I を工業生産物の生産量、Ｆ I を工業の生産関数、Ｌ I を工業部門に就業する労働者
数、Ｋを工業に投入される資本量、Ｔ I を工業の技術状態とすると、工業部門の生産関数は
                                                   
5 農業部門から工業部門への移動が完全ではない場合には、都市周辺においてバッファーセ
クター（緩衝部門）として近代化された産業への雇用機会を待つために一時的に雇用され
る伝統的部門を考えることができる。このような分析については、Todaro,M.P.“A Model of 
Labor Migration and Urban Unemployment in Less Developed Countries”, American 










第一公準である。ここで、Ｐ A は農業生産物の価格、Ｐ I は工業生産物の価格である。 
    Ｆ
IIL




WP 0                   （3.4） 






















                                                   
6 工業部門の生産関数を論ずる場合には、本論では考慮していないが、道路・鉄道・港湾・
空港等の社会資本・産業基盤としての社会資本の役割が重要である。 
     
                                     





                   
                          
 
             
                                               
                                      
 
 





































  《表 3.-1 就業構造と価格変化・資本蓄積・工業部門の技術進歩の影響》 
内政変数＼外生変数 ⊿Ｐ A  ⊿Ｐ I  ⊿Ｋ ⊿Ｔ I  
⊿Ｌ I  － ＋ ＋ ＋ 
⊿Ｌ A  ＋ － － － 
  
この数学注の（3.8）式の計算結果とこれをまとめた表１より、工業部門の雇用量Ｌ I と






の従事者数を増加（⊿Ｌ A ＞０）させる。また、②工業生産物価格の上昇（⊿Ｐ I ＞０）は
工業への就業者数を増加させ（⊿Ｌ I ＞０）、その結果として過剰労働力を抱える農業への
従事者数を減少（⊿Ｌ A ＜０）させる。③・④資本蓄積（⊿Ｋ＞０）と工業部門の技術進歩
（⊿Ｔ I ）が工業部門の雇用量（⊿Ｌ I ＞０）を増加させ、農業部門の過剰雇用量を減少（⊿




    Ｌ I ＝Ｌ－Ｌ A                          （3.5） 
すなわち、次の関係が成立する。 




                                                   
7数学注参照 
8Ａ．ルイス(W .A. Lewis)の無限弾力的労働供給関数について議論は、“Economic 
Development with Unlimited Supplies of Labor”,The Manchester School of Economic 































⊿Ｌ I ＋Ｆ KILI ⊿Ｋ＋Ｆ TILI ⊿Ｔ I ＝
IP






⊿Ｐ I    （3.7） 





























































































































                                                   



























アクセル・レイヨンフーヴッド（Axel Leijonhufvud、Axel Stig Bengt Leijonhufvud）
は、『ケインジアンの経済学とケインズの経済学』3、根岸隆監訳、日本銀行ケインズ研究会










                                                   
3 On Keynesian Economics and the Economics of Keynes: A study in monetary theory, 
1968. Originally published in English by Oxford University Press, Inc.,New York, 





































                                                   
4 この議論は、"Monopolistic Competition and General Equilibrium", 1961, Review of 
Economic Studies (1960-6）において根岸隆教授が展開した考え方である。 

































































































在的な価値が G－A 1を超過する額は、A を生産するために犠牲にされた価値の大きさであ
る。A の生産にともなう価値の犠牲を示すこの量、すなわち、A の使用者費用 U は、次の
ように定義されるのである。 
U=(G′－B′)－(G－A 1 ) 
「企業者が生産要素に対してその用役と引き換えに支払った額を A の要素費用と呼ぶ」


















































業についての労働市場については、図 4.3 のように説明することができる。 
 いま、外国資本が経営する企業を FI とし、国内資本が経営する企業を DI とする。i 番目
の企業について縦軸に賃金率と労働の付加価値限界生産性をとり、横軸に労働供給量Ｎ i
































用量、L DI は国内資本による産業の労働雇用量、L A は国内農業・伝統的産業の労働雇用量






















本ストック量であり、K FI =外国資本による産業の資本ストック量、K DI =国内資本による
産業の資本ストック量、K A =国内農業・伝統的産業の資本ストック量によって構成されて
いる。短期においては、資本ストックは産業間を移動しないと仮定する。 
K= K FI ＋K DI ＋K A                         （4.2） 
 
≪生産関数≫ 
外国資本による産業の生産関数について、Q FI を外国資本による産業の生産量、L FI を
外国資本による産業の労働雇用量、K FI を外国資本による産業の資本ストック量とすると、
外国資本による産業の生産関数は、次の(4.3)式のように表される。 
Q FI  =F FI (L FI ,K FI )                       （4.3） 






Q DI  =F DI (L DI ,K DI )                      （4.4） 
国内農業・伝統的産業の生産関数について、Q A を生産量、L A を労働雇用量、K A を資
本ストック量とすると、生産関数は次の（4.5）式のように表される。 










但し、αはβより大きく、βは 0 より大きい値であるとする。 
W FI =(1+α)W A                          （4.6） 
W DI =(1+β)W A                          （4.7） 
α>β>0                                                       （4.8） 
 すなわち、外国資本による産業が雇用する労働者の実質賃金率 W FI 、国内資本による産
業が雇用する労働者の実質賃金率 W DI 、国内農業・伝統的産業が雇用する労働者の実質賃





































                                                   
1 第４章において説明したケインズ経済学的な労働余剰経済の３部門短期モデルである。 






























量、L DI は国内資本による産業の労働雇用量、L A は国内農業・伝統的産業の労働雇用量で
ある。 




トック量であり、K FI =外国資本による産業の資本ストック量、K DI =国内資本による産業
の資本ストック量、K A =国内農業・伝統的産業の資本ストック量によって構成されている。 
K= K FI ＋K DI ＋K A                                                 (5.2) 
 








外国資本による産業の生産関数について、Q FI を生産量、L FI を労働雇用量、K FI を資
本ストック量、T FI を技術水準とすると、この産業の生産関数は、次の(5.3)式のように表
される。 
Q FI  =F FI (L FI ,K FI ,T FI )                     （5.3） 
国内資本による産業の生産関数については、Q DI を生産量、L DI を労働雇用量、K DI を
資本ストック量、T DI を技術水準とすると、この産業の生産関数は次の（5.4）式のように
表される。 
Q DI  =F DI (L DI ,K DI ,T DI )                     （5.4） 
国内農業の生産関数について、Q A を生産量、L A を労働雇用量、K A を資本ストック量、
T A を技術水準とすると、国内農業の生産関数は次の（5.5）式のように表される。 






する労働者の実質賃金率、W A を国内農業が雇用する労働者の実質賃金率であるとする。 
この経済において各産業間には実質賃金率格差の格差係数としてαとβを用いると実質
賃金率格差の大きさは、次の（5.6）式や（5.7）式、（5.8）式のように表すことができる。
但し、αはβより大きく、βは 0 より大きい値であるとする。 
W  FI =(1+α)W A                                                     (5.6) 
W DI =(1+β)W A                                                     (5.7) 
α > β > 0                                                      （5.8） 
 すなわち、外国資本による産業が雇用する労働者の実質賃金率 W FI 、国内資本による産
業が雇用する労働者の実質賃金率 W DI 、国内農業・伝統的産業が雇用する労働者の実質賃
金率 W A の順に実質賃金率が高いことが仮定されるのである。 
 
≪市場均衡条件≫ 
ここで、X FI は外国資本による産業の輸出量、M FI は外国資本による産業の輸入量、X DI
は国内資本による産業の輸出量、M DI は国内資本による産業の輸入量、X A は国内農業・








Q FI =D FI (Y ) ＋X FI －M FI                                           (5.９) 
Q DI =D DI (Y ) ＋X DI －M DI                          （5.10） 
Q A  =D A (Y ) ＋X A  －M A                      （5.11） 
 ここで、この経済の貿易収支 BT は、次の（5.12）式のように表される。 




















= P FI  F FIFIL  (L FI ,K FI ,T FI )= W FI                            (5.13) 
ここで、F 
FIFIL

















= P DI  F DIDIL  (L DI ,K DI ,T DI )=W DI                           (5.14) 
いま、F 
DIDIL
は F DI を L DI で偏微分したということを表している。 
国内資本による産業の実質賃金率は農業部門における実質賃金率値 W A で決定されてお
り、分析の期間においては一定不変であると想定する。 
農業部門・伝統的部門の雇用量は（5.1）式から次のように決定される。 
L A ＝L－（ L FI ＋L DI ）                     （5.1’） 













= P FI  F FIFIL  (L FI ,K FI ,T FI )=W FI             （5.13） 











= P DI F DIDIL (L DI ,K DI ,T DI )=W DI               （5.14） 
 Π DI = P DI Q DI －W DI L DI                                        （5.16） 
Π A =地代＋農業利潤=P A Q A －W A L A                           （5.17） 
L A ＝L－（ L FI ＋L DI ）                     （5.1’） 
この基本モデルは横軸に各産業の雇用量、縦軸に各産業の労働の限界生産性と実質賃金









                        （出所：著者作成） 
このとき、外国資本による産業の労働者の実質賃金率は W FI で表され、外国資本による
産業の労働雇用量は O FI V の幅の L FI で表される。外国資本による産業の資本家の利潤は
三角形 ABC の面積で表され、外国資本による産業の労働者の所得は四角形 BC V O FI の面
積で表わされる。 
また、国内資本による産業の労働者の実質賃金率は W DI で表され、国内資本による産業
の労働雇用量は O DI W の幅の L DI で表される。国内資本による産業の資本家の利潤は三角





国内資本による農業の労働者の実質賃金率は W A で表され、国内資本による農業の労働
雇用量は VW の幅の L A で表される。国内資本による農業の労働者の所得は四角形 HIWV
の面積で表わされる。 
 
1.3 外国産業の技術進歩の影響(⊿T  FI ＞０) 
外国資本によって経営される産業において技術進歩が生じた場合の影響(⊿T FI )につい
ては、W FI =(1+α)W A より、 
次の（5.18）式から分析することができる。 
P FI  F LFI (L FI ,K FI ,T FI )=(1+α) P A F LA (L A ,K A ,T A )      （5.18） 
この式を、生産物価格(P FI ,P A )と資本ストックの配分状態(K FI , K A )については一定所
与として技術水準 T  FI で微分すると、次の（5.19）式が成立する。 





























＞０    （5.19） 
このとき、F LTFI (L FI ,K FI ,T FI )は外国資本によって経営される産業において労働の限
界生産性 F LFI を技術水準 T FI で微分したことを表しており、技術進歩が生じた場合に労働
の限界生産性の上昇の程度を表している。また、F LLFI (L FI ,K FI ,T FI )は外国資本による
































































＜０                                    （5.22） 







=０                                                   （5.23） 













                         （出所：著者作成） 
このとき、外国資本による産業の労働雇用量はO FI Vの幅からO FI V’の幅へと増加し、
技術進歩の影響で V V’の幅だけ増加する。外国資本による産業の技術進歩の影響により
外国資本による産業の資本家の利潤は三角形 ABC の面積から A S BC S の面積へと変化し、
中長期的には三角形 A S ＢC L の面積へと増加することが説明される。 
外国資本による産業の労働者の所得は四角形 BC V O FI の面積から四角形 BC L V L O FI
の面積へと四角形 C C L V L V の面積の分だけ増加することが表わされる。 
すなわち、外国資本による産業の技術進歩の影響により生産量は、短期的には不変であ




業・伝統的産業の労働者の所得は四角形 HIWV の面積から四角形 H L ＩWV L の面積へと減
少することが表わされる。 
この経済全体の国民所得は、中長期的には四角形 A S ACC L の面積と四角形 C C L Ｈ L Ｈ
の面積の分だけ増加することが表わされる。 
 









W DI =(1+β)W A より、次の（5.24）式が成立する。 
P DI  F LDI (L DI ,K DI ,T DI )=(1+β) P A F LA (L A ,K A ,T A )（5.24） 
 
この式を、生産物価格(P DI ,P A )と資本ストックの配分状態(K DI ,K A )については一定所
与として、国内資本によって経済される産業の技術水準 T DI で微分すると、次の（5.25）
式が成立する。 





＋F LTDI (L DI ,K DI ,T DI )｝ 
＝P A F LA (L A ,K A ,T A )
DIdT
d





















＞０   （5.25） 
このとき、F LTDI  (L DI ,K DI ,T DI )は国内資本による産業において労働の限界生産性 F 
LDI を技術水準 T DI で微分したことを表しており、技術進歩が生じた場合に労働の限界生産
性は上昇することを表している。また、F LLDI (L DI ,K DI ,T DI )は国内資本による産業にお

































































＜０                                         (5.28)
 






=０                          （5.29） 












されるのである。このとき、国内資本による産業の労働雇用量は O DI W DI の幅から O DI  
W DI ’の幅へと WW L の幅だけ増加するのである。 
国内資本による産業の技術進歩の影響により国内資本による産業の資本家の利潤は、短
期的には、実質賃金率の上昇を反映して、三角形 DEF の面積から D S E S F S の面積へと変
化する。中長期的には生産量の増加と雇用量の増加を反映して、国内資本による産業の労




すなわち、国内資本による産業の技術進歩の影響により、生産量は四角形 DD S F S F の面
積と四角形 FF L W L W の面積の分だけ増加していることを表している。 
このとき、技術進歩の影響により国内資本による産業の労働雇用量が WW ’の幅だけ増
加した分だけ、国内資本による農業の労働雇用量は減少する。すなわち、国内資本による
農業の労働者の所得は四角形 HIW V の面積から四角形 HI L W L V の面積へと四角形 II L W 
L W の面積の分だけ減少することが表わされる。 






























































































































































































































































インラック内閣1は 2013 年 1 月 1 日より、タイの賃金格差を是正するために最低賃金を























                                                   
1 インラック首相は、2001 年から 2006 年まで首相としてタイを率いてきたタクシン氏の
妹であり、インラック首相の選挙公約に掲げられていた政策である。 
2 当初は、2012 年 1 月より実施される予定であったが、2011 年 11 月の洪水の影響や産業
界からの反発を受けて全国的な実施は 1 年間延期されていた。一部の地域、バンコク及び
周辺の 6 つの県（パトゥムタニ、ノンタブリ、サムットサコン、ナコンパトム、サムット
プラカン、南部プーケット）においては 2012 年 4 月より最低賃金が 300 バーツに引き上げ
られていた。その他の地域では 300 バーツへの引き上げはいったん見送られ、各地域ごと

















（N 1，Ｋ 1，Ｔ 1）                   (6.1) 
Ｆ 1 1N （N 1，Ｋ 1，Ｔ 1）＞０， Ｆ
1
1NN （N 1，Ｋ 1，Ｔ 1）＜０ 
Ｆ
1
1K （N 1，Ｋ 1，Ｔ 1）＞０， Ｆ
1
1KK （N 1，Ｋ 1，Ｔ 1）＜０ 
Ｆ
1
1T （N 1，Ｋ 1，Ｔ 1）＞０， Ｆ
1
















（N 2 ，Ｋ 2 ，Ｔ 2 ）                 (6.2) 
Ｆ 2 1N （N 2 ，Ｋ 2 ，Ｔ 2 ）＞０， Ｆ
2
1NN （N 2 ，Ｋ 2 ，Ｔ 2 ）＜０ 
Ｆ
2
1K （N 2 ，Ｋ 2 ，Ｔ 2 ）＞０， Ｆ
2
1KK （N 2 ，Ｋ 2 ，Ｔ 2 ）＜０ 
Ｆ
2
1T （N 2 ，Ｋ 2 ，Ｔ 2 ）＞０， Ｆ
2

















タイ経済おける 2 つの製造業(工業)の労働市場について考える。図 6.1 の左側の縦軸は外
国の資本が経営する企業に雇われる労働者の賃金率Ｗ 1と労働の価値限界生産性を表して
おり、右側の縦軸はタイの資本が経営する企業に雇われる労働者の賃金率Ｗ 2 と労働の価値
限界生産性を表している。右方向への横軸 O 1Ｎ 2 は外国の資本が経営する企業に雇われる
労働量を表しており、左方向への横軸 O 2 Ｎ 1はタイの資本が経営する企業に雇われる労働
量を表している。 
図 6.1 の直線 AFEB は外国の資本が経営する企業における労働の価値限界生産性曲線を
表しており、労働需要曲線を表している。また、直線 CEGD はタイの資本が経営する企業
における労働の価値限界生産性曲線を表しており、労働需要曲線を表している。ここで、
両労働需要曲線はケインズの第 2 公準としての労働需要曲線であると考える。 
有効需要制約の下での企業の利潤極大条件から外国の資本が経営する企業に雇われる労
働者数Ｎ 1 (＝Ｏ 1Ｈ)であり、タイの資本が経営する企業に雇われる労働者数Ｎ 2（＝Ｏ 2 Ｈ）
である場合について考察する。 
 









る企業に雇われる労働者の賃金率Ｗ 1はタイ国の資本に雇われる労働者の賃金率Ｗ 2 より高
い水準であるとする。 
外国の資本家の企業の利潤は三角形 AＷ 1 F の面積で表わされ、タイの資本家の企業の利
潤は三角形 CＥＷ 2 の面積で表わされる。外国の資本家の企業に雇われる労働者の賃金所得
は四角形ＦＨO 1Ｗ 1の面積で表わされ、タイの資本が経営する企業に雇われる労働者の賃金



















業）の月平均賃金は 2001 年の 6,164 バーツから 2010 年に 7,983 バーツに上昇したのに対






2011 年 10 月 24 日においては、アユタヤからバンコクにかけて洪水被害が広がる中、最
低賃金 40％引き上げが 12 年 4 月から実施された。国の中央賃金委員会は 10 月 17 日、最












≪w 2 ＜w 1＜最低賃金 300 バーツ の場合≫ 
この図 6.3 は、最低賃金を 300 バーツとした場合についての分析である。最低賃金 300
バーツの値が国内資本に雇用される労働者の賃金Ｗ 2 よりも高く、外国資本に雇用される労







                                                   






≪Ｗ 2 ＜最低賃金 300 バーツ＜Ｗ 1 の場合≫ 
次に、図 6.4 においては、最低賃金を 300 バーツとなった場合に、その値が国内資本に
雇用される労働者の賃金Ｗ 2 よりも高く、 外国資本に雇用される労働者の賃金Ｗ 1よりも低








































































































                                                   







3 インタビューを受けてくださったのは、Mr. Apiwat であり、所属は、Deouty Director 







現在ではアジア・ハイウェイ・プロジェクト参加国は、2003 年 11 月に参加表明した日
本も含めアジア地域の殆どの国である 32 カ国となり、総延長約 142,000km の国際道路網
が形成されている｡ 
自動車交通についてアジア全体の統合を念頭においたアジア・ハイウェイ構想が推進さ




































ここで、最低賃金 300 バーツは、外国資本が経営する企業の賃金Ｗ 1よりは低く、国内資












は０ 2 ０ 2 ’の幅で表される。このとき、外国人労働者の賃金率は Ｗ 2 ’ の値であるとする。
タイ資本が経営する企業に雇われる日帰りの外国人労働者導入によりタイ資本が経営する
企業に雇われるタイの労働者の賃金率はＷ 2  からＷ 2 ’へと下落し、タイの資本家の企業の






資本家の企業の利潤は四角形ＫＬＷ 2 ’ C’の面積の分だけ増加するのである。このとき、タ
イ国の資本が経営する企業に雇われる労働者の賃金所得は四角形GＨ０ 2 Ｗ 2 の面積から四
角形 G’Ｈ０ 2 Ｌの面積へと減少する。また、タイ国の資本が経営する企業に雇われる外国





外国人労働者の導入による労働量の増加は０ 2 ０ 2 ’の幅で表される。外国人労働者の賃金
率は w 2 ’ の値であるとする。このとき、タイ資本が経営する企業に雇われるタイの労働者













所得は四角形Ｇ'ＪＨＩ＝Ｗ 2 ’０ 2 ０ 2 ’Ｋ の面積で表わされる。 
≪外国人労働者の導入の経済効果≫ 



































外資企業の賃金率をＷ 1からＷ 1 'へ低下させることによって外国企業の海外撤退を阻止する
こと。そして、同時に、国内の資本が経営する企業の国内労働者の雇用量Ｏ 2 Ｈ'と最低賃金






































                                                   
4 タイ王国のバンコクでタイ政府の方にインタビューした。インタビューに協力してくださ
った方は次のとおりである。名前 Mr.Apiwat、役職 Deputy Director General、役所 Office 
of Industrial Economics,Ministry of Industry である。 
5外国企業に対しても規制をしており 2010 年 10 月、BOI（投資委員会）では次の内容が説
明である。 
①投資から 20 年以上が経過していること 
②資産総額が 100 億バーツ以上であること 




































7外国企業に対しても規制をしており 2010 年 10 月、BOI では以下を条件に、外国人非熟練
労働者の雇用を認めると発表した。 
①投資から 20 年以上が経過していること 
②資産総額が 100 億バーツ以上であること 

































付論 1 不均衡経済理論としての有効需要理論 
とアダム・スミスの分業1 



























                                                   































【企業家の費用維持；供給関数】  Z＝φ(N)              (Ａ1.2） 
(Ａ1.2）式において、次の(A1.3)式のような関係が導かれる。この式は一階条件が正である
こと、(Ａ1.4）式は２階条件が正であることを表している。 
φ’(N)＞０                        (A1.3) 
 φ”(N）＞０                       (A1.4) 
【企業家の需要期待；需要関数】   D＝f(N）          (A1.5) 
ここで、(A1.2)式と(A1.5)式を(A1.1)式に代入すると企業家の主体的均衡条件としてのケ
インズ的な意味で均衡雇用量が次の(A1.6)式のように決定されるのである。 


































































































分かれて 10 人で１日に４万 8,000 本以上製造でき、1 人当たり、1 日に 4,800 本ピンを製
造することになる。すなわち、第一の分業は作業の分業化をすることにより、生産性を上
昇させることができるのである。第一の分業は次の図Ａ３のように表わすことができる。 





























































傾きで表される。ワルラス的な経済学においては、分母の総労働者数ｍが m 1、m 2  、m 3 と
増加すればするほど、平均労働生産性ａは低下することが前提とされている。しかし、ア
ダム・スミスの分業による生産性上昇を前提とすると、分業をおこなうことにより生産効
率が上昇し、生産規模の増加に応じて、総労働者数ｍが m 1、m 2  、m 3 と増加すればする




で表され、総労働者数ｍが m 1、m 2  、m 3 と増加すれば
するほど、限界労働生産性は上昇していくことが説明されるのである。 
企業の産出水準は、次の(Ａ1.7)式のように決定される。 
ｘ＝a(m)・m                         (Ａ1.7) 


















































































































































































                                                   
2 この箇所は、次の論文の第４節の要約として説明されている。Adam Smith and 
























































































































































































                                                   
1 本論は、Adam Smith の著書である An Inquiry into the Nature and Causes of the 




















































































ある財の市場において、その財の需要量 D はその財の価格 P だけの関数とすると、需要
関数は次の(Ａ2.１)式のように表わされると想定する。ここでは、需要関数は価格の減少関
数であると仮定する。 
 D＝D（P）、 D′（P）＜０                (Ａ2.１) 
同様に、その財の供給量 S をその財の価格 P だけの関数とすると、供給関数は次の（Ａ
2.２）式のように表わされる。ここでは、供給関数は価格の増加関数であると仮定する。 
    S＝S（P）、 S′(P）＞０                （Ａ2.２） 
その財の超過需要関数 ED は、それぞれの価格水準に対応する需要量と供給量の差とし
て、次の(Ａ2.３)式のように定義される。 











市場価格 P の変化によって、次第に超過需要・超過供給が減少していくと考えられる 
場合、市場調整過程はワルラス的に安定的であると説明される。すなわち、ワルラス的
安定条件は、次の(Ａ2.５)式であらわされる。 
    
dP
Pd
＜０                       (Ａ2.５) 
この「ワルラス的安定条件」は、超過需要関数 ED が、次の性質をもっている場合を示
している。次の(Ａ2.６)式のように表わされる。 













以上の説明から図Ａ2.1 の P E は市場均衡価格として説明されている。 
ここで、自然価格を P N とする。アダム・スミスの経済学においては市場均衡価格 P E が
やがて長期市場均衡において自然価格 P N に収斂すると考えられるのである。 
すなわち、市場均衡価格 P E が自然価格は P N と等しい場合には、需要量と供給量は等
しく、需要量と供給量はともにＦＥの幅で表わされているのである。 










としての需要曲線と供給曲線として表している。つまり、ここで市場均衡価格 P E は長期
自然均衡において自然価格 P N に収斂することがいえるのである。 
 
ここで、超過需要が存在する場合は、自然価格が P E 、市場価格が P 2 である場合である
とすると、需要量はＧＩの幅で表わされ、供給量はＧＨの幅で表わされる。この場合は需
要量が供給量を超過しているのでＨＩの幅は超過需要量を表している。このとき、市場の




















































































































                                                   
1 W .A. Lewis，“Economic Development with Unlimited Supplies of Labor”, The 
Manchester School of Economic and Social Studies, Vol.22, No.2 May 1954． 
2 Fei,J.C.H. and G.Ranis,Development of the Labor Surplus Economy-Theory and 
Policy Richard D.Irwin,1964. 
3 ここで、伝統的部門とは都市部周辺にバッファー・セクタへとして存在する偽装失業状態
の低生産性の産業であると想定している。 
4 「古典派の第一公準」と「古典派の第二公準」は、J.M.Keynes, General Theory of 
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